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起業チャレンジ奨励事業 様 式 集 

 

 

 

 

 

 

 

様式№ 様 式 名 ページ 

第 1号様式 助成金交付申請書 ２ 

第 2号様式 事業の内容の変更承認申請書 ３ 

第 3号様式 事業の中止（廃止）承認申請書 ４ 

第 4号様式 事業遅延等報告書 ５ 

第 5号様式 事業遂行状況報告書、支払状況表 ６～7 

第 6号様式 事業実績報告書、助成事業報告書、支払状況表 ８～１０ 

第 7号様式 事業化状況報告書 １１ 

第 8号様式 助成金(概算支払)請求書、助成事業報告書、支払状況表 １２～１４ 

第 9号様式 財産処分承認申請書 １５ 

第 10号様式 銀行口座確認書 １６ 

第 11号様式 合い見積をとれない理由書 １７ 

   

様式-財産 1 財産台帳 １８ 
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第１号様式 

平成  年  月  日 

 

 公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

                   〒 

                  住 所 

 

氏 名                印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業交付申請書 

 

  標記助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的 

   別紙 創業事業計画書のとおり 

 

 

２ 助成対象経費および助成金交付申請額 

 

 

（千円未満切捨て） 

 

３ 新規雇用者（本人・3親等以内の親族を除く） 

 

 

 

 

 

 

（注 1）事業の内容を理解してもらうために有用と思われる資料がありましたら添付してください。 

（注 2）審査結果の採否の理由についての問い合わせには応じられませんので、予めご了承ください。 

（注 3）申請書内の枠の大きさは適宜変更してもかまいません。（ページ等がずれても結構です。） 

区 分 金 額 

助成対象経費 円 

助成金交付申請額 円 

区 分 人 数 

１ 雇用保険対象者 人 

２ １以外の者 人 

合 計 人 
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第２号様式 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長様 

 

住所 

 

氏名             印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業の内容の変更承認申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け新産創第   号で助成金の交付決定を受けた標記事業の内容を下

記のとおり変更したいので、起業チャレンジ奨励事業実施要領第８条の規定により下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

２ 変更の内容                               （単位：円） 

   （注）経費の内容変更を伴う場合は上記の表に記載すること。 

経費等 

 

経費区分 

助成対象経費 
助成金申請額 

（千円未満切捨て） 備考 

変更前 変更後 変更前 変更後 
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第３号様式 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所 

 

氏名            印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業の中止（廃止）承認申請書 

 

 

平成   年   月  日付け新産創第    号で助成金の交付決定を受けた標記事業を

下記のとおり中止（廃止）したいので、起業チャレンジ奨励事業実施要領第１０条の規定により承認

を申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中止（廃止）の時期 
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第４号様式 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所 

 

氏名             印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業遅延等報告書 

 

平成   年  月  日付け新産創第    号で助成金の交付決定を受けた標記事業が予定

の期間内に完了しない（事業の遂行が困難となった）ので、起業チャレンジ奨励事業実施要領第１１

条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業の進捗状況 

 

 

 

２ 事業に要した経費 

 

 

 

３ 事業が予定の期間内に完了しない（事業の遂行が困難となった）事由及び原因 

 

 

 

４ ３に対してとった措置 

 

 

 

５ 事業の遂行及び完了の予定 
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第５号様式 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所 

 

氏名             印 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業遂行状況報告書 

 

平成  年  月  日付け新産創第    号で助成金の交付決定を受けた標記事業の遂行状

況について、起業チャレンジ奨励事業実施要領第１３条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 遂行状況 （創業(予定)日  平成   年   月   日） 

（注１） 申請書の事業計画書と対応させて実施状況の経過とその成果を簡明に記載すること。事業スケジュールに遅速のある場合はその

理由を記載すること。 

 

 

 

２ 助成対象経費の支払状況（平成  年  月末現在）           （単位：円） 

【添付書類】 

支払状況表（別表）※助成対象経費の明細を記載し支払証拠書類の写しを添付すること 

区分 費  目 
助成対象経費 

（税抜金額） 
内、支払済み金額 

事
業
拠
点
開
設
費 

機械設備・工具器具等購入費   

事業所の増改築費   

事業用車輌購入費   

法人登記費用（印紙、登録免許税除く）   

消耗品費   

事
業
促
進
費 

人件費（本人、3親等以内の親族除く）   

光熱水費   

賃借料   

通信運搬費   

広告宣伝費   

合  計   



7 

別 表                         支  払  状  況  表 
 

番号 経費区分 
費 目 

(経費内訳) 
支払先名 

支 払 
（振出） 
年月日 

税抜金額 支払額の内訳 
＊根拠書類の日付を記入してください。 
＊根拠書類は写しをこの支払状況表に添付してください。 

消費税額 
銀行 
振込 

口座 
振替 

手形・ 
小切手 

見積書 
契約書 

(注文書) 
納品書 請求書 領収書 

振 込 

受領書 

手形・小 

切手の耳 

預金通帳 

当座照合表 

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
   

     
 

           
   

     
 

           
   

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

     
 

           
    

 （注１）５０万円以上の助成物件の取得にかかわるものは、原則として合い見積を提出してください。 
 （注２）経費区分ごとに小計すること。また、合計を記載すること。 
 （注３）消費税、送料、銀行口座振込手数料（支払先が負担する場合を含む）は助成対象外となります。
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第６号様式 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所  

 

氏名            印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業実績報告書 

 

平成  年  月  日付け新産創 第   号で助成金の交付決定を受けた標記事業が完了し

たので、公益財団法人にいがた産業創造機構助成金等交付要綱第１２条及び起業チャレンジ奨励事業

実施要領第１４条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 助成金交付決定額    金          円 

 

  （うち、受領済額     金          円） 

 

２ 事業実績 

   

  別紙「助成事業報告書」のとおり 
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別紙  助成事業報告書 

 

１ 創業の概要 

（１）創業年月日  平成  年  月  日 

（２）事業所住所  〒 

          ＴＥＬ           ＦＡＸ 

          E-mail 

（３）事業所名、代表者氏名 

（４）事業遂行状況（売上、利益の状況、商品開発、販売促進活動等を具体的に記載）    

   

２ 新規雇用者（申請者本人、３親等以内の親族を除く） 

  

※助成金交付決定金額が１００万円を超える場合 

 雇用保険の「一般被保険者」となる労働者が 

2人以上必要となります。 

３ 経費執行状況表                           （単位：円） 

【添付資料】 

・個人事業者は「開業届」、法人の場合は「履歴事項全部証明書」の写し 

・雇用保険資格取得等確認通知書の写し（助成金交付決定金額が１００万円を超える場合のみ） 

・営業許可証の写し（飲食店や美容業など届出や許認可を伴う業種の場合） 

・支払状況表（別表）※助成対象経費の明細を記載し支払証拠書類の写しを添付すること 

区 分 人 数 

１ 雇用保険対象者※ 人 

２ １以外の者 人 

合 計 人 

区分 費  目 
助成対象経費 

（税抜金額） 
助成金交付決定額 

事
業
拠
点
開
設
費 

機械設備・工具器具等購入費   

事業所の増改築費   

事業用車輌購入費   

法人登記費用（印紙、登録免許税除く）   

消耗品費   

事
業
促
進
費 

人件費（本人、3親等以内の親族除く）   

光熱水費   

賃借料   

通信運搬費   

広告宣伝費       

合  計   
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別 表                         支  払  状  況  表 
 

番号 経費区分 
費 目 

(経費内訳) 
支払先名 

支 払 
（振出） 
年月日 

税抜金額 支払額の内訳 
＊根拠書類の日付を記入してください。 
＊根拠書類は写しをこの支払状況表に添付してください。 

(消費税額) 
銀行 
振込 

口座 
振替 

手形・ 
小切手 

見積書 
契約書 

(注文書) 
納品書 請求書 領収書 

振 込 

受領書 

手形・小 

切手の耳 

預金通帳 

当座照合表 

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 （注１）５０万円以上の助成物件の取得にかかわるものは、原則として合い見積を提出してください。 
 （注２）経費区分ごとに小計すること。また、合計を記載すること。 
 （注３）消費税、送料、銀行口座振込手数料（支払先が負担する場合を含む）は助成対象外となります。
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第７号様式 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

住所 

 

氏名                 印 

 

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る事業成果の事業化状況報告書 

 

 

  平成     年     月     日付新産創第     号で助成金の交付決定を受けた標記事業に係る    

平成     年度の事業化の状況について、起業チャレンジ奨励事業実施要領第１５条の規定により、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．変更事項の有無（該当項目に○をつけてください） 

住所・連絡先の変更 ①無  ②有  変更後の内容（                  ） 

名称の変更     ①無  ②有  変更後の内容（                  ） 

代表者の変更    ①無  ②有  変更後の内容（                  ） 

 

２．事業化状況（該当項目に○をつけてください） 

 

（１） 当初計画に対する売上高の実績(％）について計画した売上に対する実績(％)について 

 

①１００％以上 ② ８０％以上  ③ ６０％以上  ④６０％未満（  ％） 

 

（２） 今後の売上見通しについて 

 

 ①増加   ② 横ばい   ③ 減少 

 

３．雇用状況について 

    （１）従業員数   名（内パート  名） 

  （２）今後の採用計画 

 

４．工業所有権（特許権、実用新案権、意匠権）取得の有無等 

  （１） 有 （有にチェックの場合、（２）以降も記載）   無 

  （２）種類（番号及び工業所有権等の種類） 

  （３）内容 

  （４）相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合） 

 

 

【添付資料】 

決算書の写し（個人事業主の場合は税務確定申告書及び青色申告決算書の写し） 
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第８号様式 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所 

 

氏名              印 

   

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業助成金（概算支払）請求書 

 

 

 平成  年  月  日付け新産創第    号で助成金の交付決定を受けた標記助成金につい

て、起業チャレンジ奨励事業実施要領第１９条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

 

 

記 

 

１． （概算支払）請求金額   

 

金                円也 

 

 

 

 

 

２．事業実績 

 

     別紙「助成事業報告書」のとおり 
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別紙  助成事業報告書 

 

１ 創業の概要 

（１）創業年月日  平成  年  月  日 

（２）事業所住所  〒 

          ＴＥＬ           ＦＡＸ 

（３）事業所名、代表者氏名 

（４）事業遂行状況（売上、利益の状況、商品開発、販売促進活動等を具体的に記載）    

   

 

 

 

２ 新規雇用者（申請者本人、３親等以内の親族を除く） 

  

※助成金交付決定金額が１００万円を超える場合 

 雇用保険の「一般被保険者」となる労働者が 

２人以上必要となります。 

 

 

３ 経費執行状況表                           （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【添付資料】 

・個人事業者は「開業届」、法人の場合は「履歴事項全部証明書」の写し 

・雇用保険資格取得等確認通知書の写し（助成金交付決定金額が１００万円を超える場合のみ） 

・営業許可証の写し（飲食店や美容業など届出や許認可を伴う業種の場合） 

・支払状況表（別表）※助成対象経費の明細を記載し支払証拠書類の写しを添付すること 

区 分 人 数 

１ 雇用保険対象者※ 人 

２ １以外の者 人 

合 計 人 

区分 費  目 
助成対象経費 

（税抜金額） 
助成金交付決定額 

事
業
拠
点
開
設
費 

機械設備・工具器具等購入費   

事業所の増改築費   

事業用車輌購入費   

法人登記費用（印紙、登録免許税除く）   

消耗品費   

事
業
促
進
費 

人件費（本人、3親等以内の親族除く）   

光熱水費   

賃借料   

通信運搬費   

広告宣伝費   

合  計   
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別 表                         支  払  状  況  表 
 

番号 経費区分 
費 目 

(経費内訳) 
支払先名 

支 払 
（振出） 
年月日 

税抜金額 支払額の内訳 
＊根拠書類の日付を記入してください。 
＊根拠書類は写しをこの支払状況表に添付してください。 

(消費税額) 
銀行 
振込 

口座 
振替 

手形・ 
小切手 

見積書 
契約書 

(注文書) 
納品書 請求書 領収書 

振 込 

受領書 

手形・小 

切手の耳 

預金通帳 

当座照合表 

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
   

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    
 

    
 

           
    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 
    

 
           

    

 （注１）５０万円以上の助成物件の取得にかかわるものは、原則として合い見積を提出してください。 
 （注２）経費区分ごとに小計すること。また、合計を記載すること。 
 （注３）消費税、送料、銀行口座振込手数料（支払先が負担する場合を含む）は助成対象外となります。
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第９号様式 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

住所 

 

氏名              印 

   

 

平成  年度起業チャレンジ奨励事業に係る財産処分承認申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け新産創第    号で助成金の交付決定を受けた標記助成金により取得

した財産を処分したいので、起業チャレンジ奨励事業実施要領第２０条の規定により承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取得財産の品目及び取得年月日 

 

 

 

２ 取得価格及び時価 

 

 

 

３ 処分の方法 

 

 

 

４ 処分の理由 
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第１０号様式 

平成  年  月  日 

銀 行 口 座 確 認 書 

 
公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

助成金の交付を受けるにあたって使用する口座を下記のとおり確認します。 

 

 住  所   

                                                                                                        

（フリガナ） 

                                       氏  名  

 

                                       電話番号 

 

 

記 

 

金融機関名 

             銀行 

             信金           支店 

             信組 

預金区分 普  通  ・  当  座 

口座番号 
 

（フリガナ） 

口座名義人 

（注） 

 

   

 

（注）助成金は振込みとなります。フリガナが金融機関届出の内容と異なっている場合、振込不能となりますので、本

確認書を提出する前に金融機関への確認をお願いします。 

 

 ※本確認書で得た個人情報につきましては、助成金の振込みにのみ利用し、その他の目的での利用はいたしませ

ん。NICOにおける個人情報の取り扱いについては、ホームページのプライバシーポリシーをご覧ください。 
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別記第１１号様式 

平成  年  月  日 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 

 

住所 

   

 

氏名                       印 

 

 

合い見積を取れない理由書 

（助成金の種類 起業チャレンジ奨励事業） 

 

平成  年  月  日付け新産創第     号で交付決定を受けた標記助成事業に係る 50 万円以上の下記の助

成対象物件については、下記の理由により合い見積を提出することが出来ません。 

 

 

記 

 

１ 助成対象物件 

費目 物件名 数量 単価 

（円） 

金額 

（円） 
備考 

      

 

 

２ 合い見積が取れない理由 
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（様式 財産－１） 

 

財  産  台  帳 
 

取得物件名 型式 数量 単位 単価（円） 金額（円） 契約日 設置日 支払日 助成金充当額（円） 設置場所 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

 

（注）単体での設置金額が１０万円未満のものを除く。 


